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 利用者影響度を評価する式として、以下の式を輸送

影響評価シミュレータに盛り込んでいる。 

＜利用者影響度算出式＞ 

 一人あたりの利用者影響度＝α×(現在までの遅延

時 間 ＋ 到 着 遅 れ 予 定 時 間 ) ＋ β × 混 雑 率               

＋φ×現在の停車位置＋γ×電停での待ち時間 

 車両あたりの影響度＝1/人数×Σ(一人あたりの利

用者影響度) 

 （α、β、φ、γ：路線毎に異なる係数で、各パラ 

  メータの次元を合わせるための係数） 

３．２．ダイヤの評価 

 このシミュレータでは、運行している車両に運休・

遅延が発生した際の運転整理などについて、利用者へ

の影響度を定量化し、ダイヤの線に対して色彩の変化

を表現することで、利用者への影響度の視点から評価

を行うことができる。 

 この輸送影響評価シミュレータにおいて、車両の遅

延によって利用者影響度が変化した例を図２に示す。 

 図２ 遅延している車両の利用者影響度の例 
 
 この図では、先行車両に遅延が発生することにより

利用者への影響度が増加している。しかし後続車両

は、先行車両の遅延のために運行間隔が狭まり、利用

者への影響度が減少していることがダイヤ上で確認

できる。 

 次に、輸送影響評価シミュレータを用いた車両の増

発による影響度低下の例を図３に示す。 

 左の図では、運行している車両が遅延することによ

り、利用者への影響度が増加しているが、右図のよう

に車両を１本増発することにより、影響度が低下して

いることが確認できる。 

 

 

 

 

 これらから本シミュレータは、ダイヤ乱れが発生し

た場合のダイヤ変更の効果に対する評価やダイヤが

乱れた際に利用者への影響が少ない設定ダイヤにつ

いての評価が、路面電車の利用者への影響度の視点か

ら行えることが確認された。 

 

４．まとめ 

 都市交通シミュレータを用いて、道路交通信号によ

る移動時間のばらつきについて確認し、信号階梯が運

行ダイヤに与える影響を解析することが可能となり、

電停での停車時間と信号階梯とのタイミングや優先

信号を調整することにより運行時間の短縮を図った

り、ダンゴ運転の解消による安定した運行計画を提示

することができ、利用者への利便性の向上に繋がる可

能性があることが確認された。 

 また、輸送影響評価シミュレータに利用者影響度を

評価する式を盛り込み、路面電車用に交差点での停車

時分などを考慮し、ダイヤに遅延などが発生した場合

の利用者への輸送影響の評価手法を検討した。その結

果、本シミュレータは、利用者への影響度の視点から、

ダイヤ乱れが発生した場合のダイヤ変更の効果に対

する評価やダイヤ乱れの際に利用者への影響が少な

い設定ダイヤについての評価が可能であり、設定ダイ

ヤの最適化の検討に適用できることが確認された。 
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図３ 車両の増発による利用者影響度低下の例 

 

 

 
 

 可搬型レール状態診断装置による状態監視の活用例 
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１．はじめに 

車輪がレールで支持案内されて走行する鉄道にとっ

て、軌道の安全管理は重要であり、軌道の状態を常時あ

るいは高頻度で監視することが望ましい。そのため、軌

道検測車などの検査用車両により、精密な軌道検査が可

能になっているものの、コストや要員などの点から走行

頻度は非常に制限される。さらに地方鉄道では、施設の

経年劣化が著しい一方、費用の確保や技術力の維持が難

しく、十分な検査が行えない事業者も少なくない。 
このような問題に対して、簡便な方法により軌道状態

の常時監視と診断が可能になれば、より確実な予防保全

の実現が期待できる。高頻度で軌道状態を監視する一つ

の方法として、車両に安価な汎用センサを付加し、営業

運転を行いながら軌道の状態診断を行う方法が考えら

れる。このような車両をプローブ車両(1)と呼び、このプ

ローブ車両を実現するため、我々は車両と非接続で軌道

の状態診断の行える、可搬型のレール状態診断装置を開

発(2)し、鉄道事業者協力のもと実用に供するための走行

実験を行なっている。 
本報告では、信頼性の高いレール状態診断装置を用い

て高頻度の測定を実現し、軌道管理へ活用する方法につ

いて、実際の測定例を交えて紹介する。 
 

２．プローブ車両による軌道の調査 
２．１．レール状態診断装置の構成 

図１にレール状態診断装置の構成図を示す。軌道変位

を検出するための加速度センサ及びレートジャイロ、列

車位置を検出するための GPS 受信機、各センサの信号

を入力するセンサインタフェース、記録及び解析用ソフ

トウェアで構成される。また、付属機能として波状摩耗

を検出するための騒音計、測定時の状況を撮影するため

の Web カメラを接続することも可能である。測定され

た計測データについては、ソリッドステートドライブ

（SSD）に記録され、地上側の設備が整っていれば、携

帯電話回線を通じてサーバへデータを送信すること 
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図１ レール状態診断装置の構成 

が可能なデータ転送モジュールが組み込まれている。 
位置推定・マップ表示ソフトによる列車位置の特定機

能で、GPS情報による位置情報に基づき、路線上の列車

位置をマップマッチング(3)により精度良く求め、軌道に

異常があったと判定した地点を特定する。 

２．２．軌道異常の発見  
プローブ車両は、GPS情報及び、加速度の二乗平均平

方根値（Root Mean Square，以下RMS値と略記）を求め

ることで、路線の中で加速度振動が強くでている区間を

特定することができる。従来、車体加速度の振幅値を軌

道整備基準として用いることが提案されているが、

RMS 値を利用することで、長大な軌道全線の測定デー

タから、よりスムーズに異常箇所を特定することが可能

である。また、車体加速度については、台車構造の違い

により同一軌道上を走行した場合でも、測定データに差

がでることを確認している。プローブ車両では、実軌道

の状態を調査した上で、測定車両ごとに適切なRMS 値

を設定し、軌道整備の基準としている。 
図２に車体加速度のRMS値により発見された浮き枕

木の発生区間の様子を示す。このような浮き枕木を放置

すると、車両が通過する際レールの沈下によりたわみが 

 
図２ 浮き枕木発生区間 
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発生し、輪重変動が大きくなるなど、安全上大きな問題

が発生する。そのため、特に大きなRMS 値が検出され

た区間については、浮き枕木等により異常が発生してい

る可能性が高いと判断し、事業者の協力の下、異常と思

われる箇所の保守を適宜行い、その後で改めてプローブ

データを収集し、RMS 値が低減することを確認、軌道

保守の効果を検証している。 

３．離散ウェーブレット変換による評価 

 RMS 値を中心とした軌道診断を長期に渡って実施し

た結果、緊急性の高い軌道異常を効率よく整備すること

が可能になるなど、一定の成果を事業者へフィードバッ

クすることができた。しかし、RMS値による評価では、

周波数情報が欠落するため、原因別の詳細な診断が難し

いといった課題や、トンネル等の GPS 受信が困難であ

る区間を持つ路線における、軌道異常箇所の特定が困難

といった課題が残されていた。 
 そこで、測定された車体加速度に対して、離散ウェー

ブレット変換を適用し、より詳細な解析を可能とした。

図３に車体加速度RMS値、車体上下加速度の原波形と

離散ウェーブレット変換によって、各周波数成分に分解

（d1～d6 , a）した結果を示す。RMS値が最も大きく出て

いる3200m～3250mの地点については、d6成分（1.28 - 
0.64Hz）周辺の振幅が大きく出ており、これまでの調査

からこの周波数帯には、高低狂いの影響が強く出ている

と考えられる。また、RMS値でピークが確認できる

3100m地点では、分岐器を通過しているため、d6成分よ

り高周波の成分に影響が出たと考えられる。一方、d1

～d4,成分（2.56 - 41.0Hz）では、一定の間隔で特徴的な

インパルス状のピークが表れていることがわかる。この

間隔とレール長さがほぼ等しいことから、実軌道のレー

ル継ぎ目を検出できる可能性が示され、離散ウェーブレ

ット変換により、これまで以上に詳細な軌道状態診断の

可能性が示された。 

４．まとめ 
プローブ車両による軌道診断について、レール状態診

断装置で得られたデータを用いて、実軌道の評価を行っ

た。これまでのRMS値による評価に加えて、離散ウェ

ーブレット変換による評価を実施することで、軌道異常

の原因別に詳細診断が実施可能となり、レール継ぎ目等

の目標物を車体振動から検出することで、軌道異常の発

生箇所をより正確に特定することが可能になると考え

られるので、引き続き検証を進めたい。 
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図３ 車体上下加速度結果 
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１．まえがき 
索道における事故は、過去 10 年間（1999 年度～

2008 年度）の調査では 248 件発生しており、このう

ち人身傷害事故は全体の 91％を占めている 1)。人身傷

害事故の内訳としては、線路中において搬器から落下

する事故の発生頻度が最も高く、方式別では固定循環

式チェアリフト、搬器別では２人乗り搬器の事故が最

も多く発生していた。セーフティバーが使用されてい

なかったことに起因する事故も多く発生しており、再

発防止のためにはセーフティバーの確実な使用を利

用者に注意喚起することが重要と考えられる。 
このような背景から、セーフティバーの正しい使用

を促進し、落下事故を防止することを目的として、セ

ーフティバーの状態を画像解析により検出し、未使用

の乗客に対し注意喚起を行う、チェアリフト搬器セー

フティバーモニタリング装置（以下、本装置という）

を試作し、評価試験を行うこととした。 
当研究所では、従来より、地方鉄道を対象として、

低コストで効果的な保守管理を行うための鉄道用予

防保全システム 2)の研究に取り組んでおり、踏切遮断

機の開閉動作状態を画像解析により検出する手法に

ついても研究を進めてきた経緯がある。セーフティバ

ーの状態を検出する画像解析手法にはその知見を活

用し、具体的な検討を進めることとした。 
２．装置構成 

本装置は、チェアリフトを撮影するためのカメラ、

注意喚起を行うためのスピーカー、入出力制御や画像

解析を行う処理装置とモニターで構成される（図１）。 

 
図１ 装置構成 

３．主な機能 
本装置の主な機能は、以下の通りである。 

①乗車場付近の支柱等に設置されたカメラにより、チ

ェアリフトを後方から動画撮影し、処理装置へ入力

する。 
②入力された動画の各フレーム画像から、チェアリフ

ト搬器を抽出し、乗車の有無を解析する。 
③乗車中のチェアリフト搬器を対象として、セーフテ

ィバーを抽出し、その使用／未使用状態を解析す

る。 
④解析により、乗車中かつセーフティバーが未使用と

判断した場合に、スピーカーより音声メッセージを

再生し、乗客に対し注意喚起を行う。 
⑤注意喚起を行ったときの画像や解析結果等の情報

を保存する。 
 本装置の処理アルゴリズムを図２に示す。 

 
図２ 判定アルゴリズム 




